○魚津市営霊園条例　（平成１２年３月２１日条例第４１号）
改正　平成２１年３月１７日条例第１４号
魚津市営霊園条例（昭和３３年魚津市条例第１１号）の全部を改正する。
（目的）
第１条　この条例は、魚津市都市公園条例（昭和４６年魚津市条例第１８号）に定めるもののほか、魚津市営霊園の設置、管理及び使用について必要な事項を定めることを目的とする。
（用語の意義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(１)　墳墓　死体を埋葬し、又は焼骨を埋蔵する施設をいう。
(２)　墓地　墳墓を設けるため、墓地として市長が指定した区域をいう。
(３)　霊園　墓地、園路及びその周囲の緑地等を含む区域をいう。
（名称及び位置）
第３条　霊園の名称及び位置は、次のとおりとする。
名称　魚津市宮津霊園
位置　魚津市大光寺地内
（墓地使用者の公募）
第４条　市長は、墓地の使用者を公募しようとするときは、次の各号に掲げる方法により行うものとする。
(１)　市の広報紙
(２)　市庁舎その他市の区域内の適当な場所における掲示
２　市長は、前項の公募に当たっては、募集する墓地の数、場所、規格、使用料、募集期間、申請者の資格、申請の方法、選考方法の概略その他必要な事項を公示する。
（申請者の資格）
第５条　墓地の使用を申請することができる者は、次の各号に該当する者でなければならない。
(１)　住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）により本市の住民票に記載され、又は外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）により本市に登録されている者であること。ただし、市長が相当の理由があると認めるときは、この限りでない。
(２)　墓地の使用目的が墳墓の用に供するもので、許可を受けた日から起算して３年以内に墳墓を設置することができる者であること。
（墓地の使用申請及び許可）
第６条　前条の申請資格のある者が墓地を使用しようとするときは、市長に申請しなければならない。
２　市長は、墓地の使用を許可したときは、申請者に許可証を交付するものとする。
３　市長は、第１項による申請が競合した場合は、抽選により使用する者を決定することができる。
４　市長は、霊園の管理上必要があると認めるときは、第２項の許可に条件を付すことができる。
（墓地の使用制限）
第７条　墓地の使用は、前条第２項の規定により許可を受けた者（以下「使用者」という。）１人に付き１区画とする。ただし、市長が特別の事由があると認めるときは、この限りでない。
２　墳墓の設置は、１区画について１基とする。
（墓地使用料）
第８条　使用者は、使用許可を受けた墓地の面積に、次の各号の区分に応じた１平方メートル当たりの金額を乗じて得た額（以下「墓地使用料」という。）を、許可の際に、一括して納付しなければならない。
(１)　１０平方メートル以下の分　　　２４，０００円
(２)　１０平方メートルを超える分　　３６，０００円
(３)　平成２０年度以降に造成した分　４８，０００円
２　第５条第１号ただし書きの規定により申請し、許可を受けた者の墓地使用料は、前項に定める墓地使用料の２割増とする。
（霊園管理料）
第９条　各年度の当初において墓地を使用している者は、墓地を除く霊園の維持管理に要する経費として、１年につき、使用許可を受けた墓地の面積に１平方メートル当り３００円を乗じて得た額（以下「霊園管理料」という。）を、８月３１日までに納付しなければならない。
２　前項の面積に１平方メートル未満の端数があるときは、その端数の面積を切り上げるものとする。
（墓地使用料等の免除）
第１０条　市長は、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の適用を受けている者の墓地使用料及び霊園管理料を免除することができる。
（墓地使用料等の不還付）
第１１条　既納の墓地使用料及び霊園管理料は還付しない。ただし、第１５条第１項の規定によるものを除き、第６条第２項の許可を受けた日から起算して５年以内にその全部を返還したときは、既納の墓地使用料の半額を還付する。
（墓地の使用）
第１２条　使用者は、墓地に墳墓を設置し、又は改修しようとするときは、市長に届け出て、承認を受けなければならない。
２　使用者は、墳墓の設置及び植栽について、次の各号に定める基準に従わなければならない。
(１)　墳墓の高さは、前面通路面から３．５メートルを超えてはならない。
(２)　墳墓の配列は、台石背部を背割線に並行にし、背割線と台石背部との間隔は２０センチメートル以上とする。
(３)　植栽は芝生、潅木の程度とし墳墓の高さを超えてはならない。
３　市長が特に認める場合は、前項各号の定めによらないことができる。
（墓地の管理）
第１３条　使用者は、常に墓地を清掃し、墳墓その他の工作物が傾倒し、倒壊し、又は破損したときは、速やかに修理しなければならない。
（使用権の譲渡禁止及び使用承継）
第１４条　墓地の使用権は、相続人又は親族等で祖先の祭祀をつかさどる者が承継する場合のほか、これを他人に譲渡し、又は転貸することができない。
２　墓地の使用権を承継しようとする者は、その原因発生後速やかに市長に申請し、許可を受けなければならない。
３　市長は、前項の申請が適当と認めたときは、墓地の承継使用を許可するものとする。
４　市長は、前項の規定により許可したときは、許可証を交付するものとする。
５　前項の規定により許可証の交付を受けた者は、１件に月３００円の手数料を納付しなければならない。
（使用許可の取消）
第１５条　市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、墓地の使用許可を取り消すことができる。
(１)　許可を受けた目的以外に墓地を使用した者
(２)　第６条第２項の許可を受けた日から起算して３年以内に墳墓を設置しなかった者
(３)　偽りその他不正な手段により、第６条第２項又は第１４条第３項の許可を受けた者
(４)　墓地使用料を納めない者
(５)　墓地の使用権を譲渡し、又は転貸した者
(６)　市長の命じた期間内に使用場所の施設の維持管理をしないで放置した者
(７)　この条例又はこの条例に基づく規則に違反した者
２　前項の規定により使用許可を取り消された者は、墓地を速やかに原状に復し、市に返還しなければならない。
３　市長は、前項の義務を履行しない者があるときは、義務者に代わって執行し、その費用は義務者から徴収することができる。
（墓地の返還）
第１６条　使用者は、墓地の全部又は一部が不用になったときは、速やかに市長に届け出て、墓地を原状に復し市に返還しなければならない。ただし、市長の承認を受けたときは現状のまま返還することができる。
２　市長は、墓地の一部の返還が霊園管理上支障があると認められるときは、これを拒むことができる。
（使用権の消滅）
第１７条　次の各号のいずれかに該当するときは、墓地の使用権は消滅する。
(１)　使用者が死亡し、相続人又は親族等で祖先の祭祀をつかさどる者がいないとき。
(２)　使用者の所在が１０年以上不明のとき。
２　市長は、前項の規定により使用権が消滅したときは、その墳墓を一定の場所に改葬又は移転することができる。
３　市長は、前項による改葬又は移転後２０年を経過したときは、無縁として処置することができる。
（許可証の再交付及び手数料）
第１８条　第６条第２項及び第14条第４項の許可証を汚損若しくは紛失した者又は墓地の一部を返還した者は、許可証の再交付を受けなければならない。
２　前項により許可証の再交付を受けた者は、１件につき３００円の手数料を納付しなければならない。ただし、墓地の一部を返還した者については、この限りでない。
（住所、氏名等の変更）
第１９条　住所、氏名又は本籍に変更があった者は、許可証を添えて、市長に届け出なければならない。
（埋葬等の届出）
第２０条　埋葬又は焼骨の埋蔵をしようとする者は、墓地、埋葬等に関する法律（昭和２３年法律第４８号）に定める埋葬許可証、改葬許可証又は火葬許可証を、市長に提出しなければならない。
（返還命令又は移転命令）
第２１条　市長は、霊園の管理上又は公益上特に必要があると認めるときは、墓地の返還又は移転をさせることができる。
２　市長は、前項の規定により返還又は移転させようとする者に対し、あらかじめ通知し、使用すべき他の墓地を指定し、又は補償料を交付することができる。
（名誉墓地）
第２２条　市長は、永久に崇敬すべき功績又は特に記念すべき顕著な事績があった者の墳墓又は碑石形像の類の建設のため、この霊園内に特に区域を定め名誉墓地を設置することができる。
２　名誉墓地については、墓地使用料及び霊園管理料は徴収しない。
（罰則）
第２３条　次の各号のいずれかに該当する者に対しては、５０，０００円以下の過料を科する。
(１)　第６条第２項及び第１４条第３項の許可を受けないで墓地を使用した者
(２)　第１４条第１項の規定に違反して、墓地の使用権を他人に譲渡し又は転貸した者
（規則への委任）
第２４条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。
附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成１２年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　新条例第８条の規定は、この条例施行の日以後に墓地の使用申請のあったものから適用する。
３　新条例第１２条第２項及び第３項の規定は、この条例施行の日以後に新条例第１２条第１項の承認を受けたものから適用する。
附　則（平成２１年３月１７日条例第１４号）
この条例は、平成２１年４月１日から施行する。
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